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2020 年 3 月 13 日、基準価額が前営業日比 5％以上下落した公募ファンドにつきまして、その背景および

基準価額の状況をご報告致します。 

＜基準価額が前営業日比 5％以上下落した公募ファンド＞ 

ファンド名 
基準価額 

（2020年3月13日）
前営業日比 

（2020年3月12日比）
騰落率 

ラッセル・インベストメント外国株式ファンド 
（ワールド・プロフェッショナルズ®） 

11,108 円 ▲1,133 円 ▲9.3％ 

ラッセル・インベストメント新興国増配優良株
Ａ（米ドル円ヘッジ） 

7,681 円 ▲509 円 ▲6.2％ 

ラッセル・インベストメント新興国増配優良株
Ｂ（為替ヘッジなし） 

7,962 円 ▲518 円 ▲6.1％ 

ラッセル・インベストメント・グローバル・バランス 
（ライフポイント®） 成長型

13,359 円 ▲782 円 ▲5.5％ 

ラッセル・インベストメント世界環境テクノロジ
ー・ファンド 

13,295 円 ▲1,391 円 ▲9.5％ 

ラッセル・インベストメント日本株式ファンド 
（ＤＣ向け） 

14,659 円 ▲817 円 ▲5.3％ 

ラッセル・インベストメント外国株式ファンド 
（ＤＣ向け） 

19,336 円 ▲1,972 円 ▲9.3％ 

ラッセル・インベストメント国内株式マルチ・マ
ネージャーＦ 

7,876 円 ▲437 円 ▲5.3％ 

＜基準価額下落の背景となった市場環境＞ 

現地 3 月 12 日（木）の海外株式相場は、前日の 11 日夜に、トランプ米大統領が新型肺炎の拡大阻止の

ために欧州から米国への渡航を大幅に制限すると表明したことを受けて、ヒトやモノの移動制限に伴い世界

的に経済活動が収縮するとの懸念が強まったこと等を背景に急落しました。また、3 月 13 日（金）の国内株

式相場も、海外株式相場の急落を受けて、大幅な続落となりました。 

3 月 13 日（金）の外国為替市場では、円は対米ドルで売られ、円安／米ドル高となりました。一方、対ユー

ロでは円が買われ、円高／ユーロ安となりました。 
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【主要指標の動き】 

3 月 12 日 3 月 13 日 騰落幅 騰落率 

NY ダウ工業株 30 種平均 

（現地前日、米ドルベース）

（円換算後）（注）

（3 月 11 日）

23,553.22

（3 月 12 日）

21,200.62 ▲2,352.60 ▲10.0％

▲9.5％

MSCI Europe 

（現地前日、米ドルベース）

（円換算後）（注）

（3 月 11 日）

8,666.203

（3 月 12 日）

7,530.980 ▲1,135.223 ▲13.1％

▲12.6％

ＭＳＣＩエマージング・マーケットＩＭＩイン

デックス    （現地前日、米ドルベース）

（円換算後）（注）

（3 月 11 日）

1,310.587

（3 月 12 日）

1,220.527 ▲90.060 ▲6.9％

▲6.4％

日経平均株価 18,559.63 17,431.05 ▲1,128.58 ▲6.1％

東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） 1,327.88 1,261.70 ▲66.18 ▲5.0％

円／米ドル（ＴＴＭ） 104.60 円 105.17 円 ＋0.57 円 ＋0.5％

円／ユーロ（ＴＴＭ） 117.87 円 117.43 円 ▲0.44 円 ▲0.4％

（注）各指数の円換算騰落率は、投資信託の基準価額算出方式を考慮して、前日（土、日等を除く）の米ドルベース指数を当日の各ファンドで採用

している為替レートで円換算して、算出しております。 

今後も、事態の推移を注視しながら各ファンドの投資方針に沿って運用を継続して参ります。ラッセル・イン

ベストメントでは、引き続き皆様のご期待に添う運用成果をあげるべく努力してまいる所存でございます。今

後とも一層のお引き立てを賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。 

以上 
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◎投資信託にかかる投資リスク 

投資信託の基準価額は、投資を行っている有価証券等の値動きや為替変動等による影響を受けますが、これ

らの運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資信託では、投資者のみなさまの

投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元金が割り込むことがありま

す。なお、投資信託は預貯金と異なります。 

投資信託は、投資信託毎に、投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、投

資リスクの内容や程度が異なります。ご投資にあたっては、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 

◎投資信託にかかる費用 

【ご投資いただくお客様には以下の費用をご負担いただきます。】 

■直接的にご負担いただく費用 

申込手数料：上限3.85％（税込） 

信託財産留保額：上限0.3％ 

■投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用 

運用管理費用（信託報酬）：上限2.09％（税込、年率） 

諸費用（監査費用、目論見書の作成費用、運用報告書の作成費用等）：上限0.11％（税込、年率） 

■その他の費用 

上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。投資信託説明書（交付目論見書）でご確認く

ださい。 
※「その他の費用」については、運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を示すことができません。 

※ご負担いただく費用等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 

≪ご注意≫ 

上記に記載している投資リスクや費用については、一般的な投資信託を想定しております。費用につきましては、ラッ

セル・インベストメント株式会社が運用するすべての公募投資信託のうち、徴収する各費用における最高の料率を記

載しています（当資料作成日現在）。投資信託にかかる投資リスクや費用は、投資信託毎に異なりますので、ご投資

をされる際には、事前によく投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 

◎その他の留意点 
■ 当資料はラッセル・インベストメント株式会社が設定・運用する投資信託の運用状況等をお知らせするために作成するものであ

り、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。投資信託の購入のお申込みにあたっては、必ず最新の投資信託説明

書（交付目論見書）を販売会社でお受取りになり、内容をご確認の上、ご自身でご判断ください。 

■ 当資料は、当社が信頼できると判断した情報に基づき作成していますが、その情報の正確性や完全性を保証するものではあり

ません。 

■当資料の中で掲載されている数値・データ等は過去の実績であり、将来の投資成果や市況動向等を保証するものではありません。 

■ 当資料に掲載されているコメント等は当資料作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、将来の投

資成果や市況動向等を示唆・保証するものではありません。 

■ 投資信託は、預金、保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。 

■ 金融商品取引業者（従来の証券会社）以外の登録金融機関でご購入された場合、投資者保護基金の支払いの対象とはなりま

せん。 

■ 投資信託のお取引に関しては、金融商品取引法第３７条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。 

■ 法令・税制・会計方法等は今後変更される可能性があります。 

■ 当資料で使用している各指数の算出、公表、利用および当該指数に関する商標、著作権、知的財産権などその他一切の権利

は、当該指数の開発者または公表者および許諾者に帰属します。 
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